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今回のテーマ

• 基礎編で習った，いささか簡素 (?)な 2期間モデルでの家計行動の分析

⇒今回は，このような簡単なモデルでも，使い方によって経済政策の効率
性を吟味するのにかなり役に立つことを示す．

• 取り上げる応用例：

1 少子化と公的年金制度の効率性の関係について

2 消費増税の “先延ばし”がもたらす非効率性について

一つ目はテキスト後半の章を少し先取りした内容．二つ目はオリジナル．

大土井 涼二 家計の消費・貯蓄行動 (基礎編) 　 2 / 18



応用例その 1：少子化と公的年金
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設定の変更

• 時間は 2期間で終わるのではなく，永遠に続いていく: t = 1, 2, . . .

• 毎期 Lt > 0だけの家計が生まれて，2期間生存する．

• Lt+1 = (1 + n)Lt．すなわち，世代ごとの人口は nの率で成長する．

• 各主体が生きる最初の期を “若年期”，後半の期を “老年期”と呼ぶことに

する．

• 若年期の所得は Yt，::::::::::::::::::::::::::::::::
老年期は引退しているので所得はなし

• 従って，老年期のために貯蓄にいそしむが，それ以外にも

:::::::::::::::::::::::::
以下のような年金制度が存在

• 各主体は，若年期に一人当たり Dt だけ年金保険料を支払い．

• この保険料支払いが，その期の老年世代への年金給付 (一人当たり Bt)に使わ

れる．
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効用最大化問題

• 便宜上，t, t+ 1期を生きる家計を “t世代”と呼ぶ．

• t世代の若年期の消費を Cy
t , 老年期の消費を Co

t+1 とすると，効用最大化問

題は次のように定式化される．

max
Cy

t ,C
o
t+1,St

u(Cy
t ) +

1

1 + ρ
u(Co

t+1)

s.t. Yt −Dt︸ ︷︷ ︸
所得－保険料支払い

= Cy
t + St (2.1)

(1 + r)St + Bt+1︸ ︷︷ ︸
年金給付

= Co
t (2.2)
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効用最大化の必要十分条件

• 異時点間の予算制約式：

Cy
t +

1

1 + r
Co

t+1 = Yt +

[
Bt+1

1 + r
−Dt

]
︸ ︷︷ ︸

年金による生涯所得の変化分

(2.3)

•
:::::::::::::::::::::::::
この政策下での最適消費計画を (Cy∗

t , Co∗
t+1)とすると，(2.3)式と以下のオ

イラー方程式から決定される．

(1 + ρ)
u′(Cy

t )

u′(Co
t+1)

= 1 + r. (2.4)
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政府の予算制約式

• 政府は，若年世代から集めた年金保険料をすべてその期の年金給付財源に使

用する．

• 従って，政府の予算制約式は

DtLt = BtLt−1 (2.5)

(∗) このように，世代間での資源の再分配が起こるような年金制度を，
賦課方式 (pay-as-you-go) 年金という．

• (2.5)より，年金保険と給付には以下の関係が成立する．

(1 + n)Dt = Bt. (2.6)

以下では，給付が時間を通じて一定額であるとする (Bt = B)．
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賦課方式年金の (非)効率性

• (2.6)式を異時点間の予算制約式 (2.3)式に代入することで

Cy
t +

1

1 + r
Co

t+1 = Yt +
(n− r)

(1 + r)(1 + n)
B. (2.7)

年金制度がないときの予算制約線

年金制度がないときの予算制約線
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賦課方式年金の (非)効率性

• 従って，n < rのときは，年金制度が存在しないほうが効用が高い．

その意味で，(Cy∗
t , Co∗

t+1)は効率的とはいえず，年金制度の撤廃や他方式へ

の改革によって，改善の余地が残されている．

• しかし，この分析は，同時に年金制度の撤廃や改革の実行上の難しさも明ら

かにしている．

何故か？ [講義中に少し時間をとって考えてもらう]
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応用例その 2：消費増税の “先延ばし”がもたらす非効率性について
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設定の変更

• 2期間のモデル (t = 1, 2)

• ベンチマークとして，各期の消費 C1, C2に τcの率で消費税がかかっている

状態を想定する．異時点間の予算制約は

(1 + τc)C1 +
1 + τc
1 + r

C2 = Y1 +
1

1 + r
Y2︸ ︷︷ ︸

以降, I とおく

• 消費税の増税に関して，以下の 2つのシナリオを考える：

(1) 各期の税率を τc から τ ′c へ上げる

(2) 第 1期の税率はそのままに，第 2期の税率を τ̃c に上げる

• 後で詳しく述べるように，両シナリオで政府が得る税収が同じ，という状況

を考える。
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疑問

疑問� �
どちらのシナリオのほうが，家計の効用の減少が少なくて済むか？� �

(∗)従って，「消費増税そのもの」の効率性を論じているわけではないことに注意．

• (1)のほうが効用が高ければ，増税を先延ばしにするのはあまり得策ではな

いといえる．

• 比較をフェアなものにするため，「両シナリオで政府が得る税収が同じ」で

ある，という状況を考える。
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シナリオ (1)

• シナリオ (1) での最適消費計画を (C∗
1 , C

∗
2 ) と表記すると，その条件は

(1 + τ ′c)

[
C∗

1 +
1

1 + r
C∗

2

]
= I, (1 + ρ)

u′(C∗
1 )

u′(C∗
2 )

= 1 + r.

傾き

「そもそも増税なんかしない」場合の予算制約線

予算制約線は内側へ平行シフト
　　⇒　線の傾きは変わらない

A
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シナリオ (2)

• シナリオ (2) での最適消費計画を (C∗∗
1 , C∗∗

2 ) と表記すると，その条件は

(1 + τc)C
∗∗
1 +

1 + τ̃c

1 + r
C∗∗

2 = I, (1 + ρ)
u′(C∗∗

1 )

u′(C∗∗
2 )

= (1 + r)
1 + τc

1 + τ̃c
.

傾き

「そもそも増税なんかしない」場合の予算制約線

予算制約線は横軸切片を軸に
左側に回転
　　

B
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シナリオ間での効用比較

• 一見すると，一般的な結論は得られなさそう...

• しかし，無差別曲線の分析ををうまく使うと，「政府の税収が同じならば，

必ずシナリオ (1)のほうが効用が高くなる」ことを示すことができる!

• まず，以下を確認：

シナリオ (1)での税収 = τ ′c

[
C∗

1 +
C∗

2

1 + r

]
=

τ ′c
1 + τ ′c

I,

シナリオ (2)での税収 = τcC
∗∗
1 + τ̃c

C∗∗
2

1 + r
.

• 両シナリオで税収が等しくなる状況を考えているので，

τcC
∗∗
1 + τ̃

C∗∗
2

1 + r
=

τ ′c
1 + τ ′c

I (2.8)
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シナリオ間での効用比較

• シナリオ (2)での予算制約より，

τcC
∗∗
1 + τ̃

C∗∗
2

1 + r
= I −

[
C∗∗

1 +
C∗∗

2

1 + r

]
• (ここがハイライト!)上の式を (2.8)式に代入することで，(2.8)式は次のよ

うに書き換えることができる：

(1 + τ ′c)

[
C∗∗

1 +
1

1 + r
C∗∗

2

]
= I. (2.9)

⇒この式は，シナリオ (2)での消費計画 (C∗∗
1 , C∗∗

2 )は，シナリオ (1)でも

家計は選ぼうと思えば選べることを意味している!!
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シナリオ間での効用比較

従って，シナリオ (1)での予算線は，かならず点 Bも通る．

B

A
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消費増税と異時点間の歪み

• 点 Aと点 Bの効用差・・・消費増税のタイミングを遅らせることの効用ロス

• なぜこのようなロスが生まれているのか？

1 シナリオ (1), (2)に共通した効用ロス：生涯所得が
τ ′
c

1 + τ ′
c

I だけ失われる．

2 シナリオ (2)の場合，これに加えて，貯蓄の収益率が 1 + rから (1 + r)
1 + τ

1 + τ ′
c

に変化 (この場合は下落)．

⇒ 家計に「第 2期の消費を減らして，第 1期の消費を増やす」という

:::::::::::::::::
余計なインセンティブを与えてしまう．

(∗) 「増税直前の駆け込み需要，直後の落ち込み」は現実にも頻繁に観察され

る現象である．

• 経済学では，相対価格を変えて経済主体に余計なインセンティブを与える要

因を「歪み」(distortion)という．
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